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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第３四半期連結
累計期間

第55期
第３四半期連結
累計期間

第54期

会計期間

自平成27年
　７月１日
至平成28年
　３月31日

自平成28年
　７月１日
至平成29年
　３月31日

自平成27年
　７月１日
至平成28年
　６月30日

売上高 （千円） 3,457,042 3,657,979 4,565,259

経常利益 （千円） 132,091 380,277 85,775

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 86,426 251,810 54,756

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 32,271 41,868 △25,881

純資産額 （千円） 6,124,862 6,063,560 6,066,709

総資産額 （千円） 7,898,407 8,035,777 7,754,741

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 65.27 190.18 41.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.5 75.4 78.1

 

回次
第54期

第３四半期連結
会計期間

第55期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　１月１日
至平成28年
　３月31日

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.93 71.83

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第３四半期連結会計期間より報告セグメントを単一セグメントに変更しております。詳細は「第４　

経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成28年７月１日～平成29年３月31日）における世界経済は、米国では雇用・

所得環境が着実に改善、個人消費の増勢等もあり回復基調が続きました。また欧州でも金融緩和策継続のもと、

緩やかな景気回復が続きました。アジア経済を見ますと、中国では成長鈍化傾向に一服感あるも、底堅い成長を

持続、アジア新興国は内需の下支えにより、力強さに欠けるも横ばい圏の低い伸びを続けました。

日本経済は、雇用と所得が小幅ながら改善し、消費活動の緩やかな回復基調は続きました。海外経済の漸進

や為替水準の円安シフトなどを背景に、輸出や製造業生産が持直すなど、景況の「踊り場」を脱して緩やかに回

復しました。

この間の当社グループを取り巻く事業環境は、製造業各界で生産調整圧力が一部に残存しましたが、熊本地

震や夏場台風による落込みからの反動生産や輸出押し上げの市況などがあり、取引先からの受注活動は徐々に良

化しました。当社グループの主要販売先である自動車機器業界は、欧米で自動車販売台数が続伸、国内でも小型

車の販売が増勢となりました。また、電子部品業界も増産の期間となりました。当社グループの売上高は、トー

タルで前年比増収に転じました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループ連結業績につきましては、売上高は3,657百万円（前年

同期比 5.8％増）、営業利益は253百万円（前年同期比 52.8％増）、経常利益は380百万円（前年同期比

187.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は251百万円（前年同期比 191.4％増）となりました。経常利

益・親会社株主に帰属する四半期純利益の増益要因は、この期間の為替差益82百万円加算が一因となっておりま

す。
 
当第３四半期連結累計期間における当社グループの営業概況は次のとおりです。なお、平成29年３月17日に

お知らせしましたとおり、当第３四半期連結会計期間より事業セグメントを変更し、その他事業をドライルーブ

事業に統合いたしております。

当社グループのドライルーブ事業は、自動車機器向けが前年同期比 3.2％の増収、光学機器向けは熊本地震

による生産停滞が響き 同 10.6％減収、電子部品関連は業況回復により同 37.7％増収となりました。この結果

当社グループ連結売上高は、前述のとおりとなりました。

 

(２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、71百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(４）資金の財源及び資本の流動性についての分析

資産、負債及び純資産の状況

①　資　産

当第３四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ281百万円増加し、　

8,035百万円（前期末比3.6％増）となりました。これは主に、関係会社出資金193百万円の減少、有形固定資

産純額105百万円の減少がありましたが、現金及び預金441百万円の増加、受取手形及び売掛金122百万円の増

加等によるものです。

②　負　債

当第３四半期連結会計期間末の負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ284百万円増加し、　

1,972百万円（前期末比16.8％増）となりました。これは主に、未払法人税等98百万円の増加、長期借入金95

百万円（１年内返済予定の長期借入金を含む）の増加、支払手形及び買掛金49百万円の増加等によるもので

す。

③　純資産

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ３百万円減少し、

6,063百万円（前期末比0.1％減）となりました。これは主に、利益剰余金206百万円の増加がありましたが、

為替換算調整勘定222百万円の減少等によるものです。

これらの結果、当連結会計年度末の自己資本比率は75.4％（前連結会計年度末は78.1％）となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,240,000

計 4,240,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年５月15日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,355,000 1,355,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

（注）

計 1,355,000 1,355,000 － －

（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない標準となる株式で単元株式数は100株であります。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年１月１日～

平成29年３月31日
－ 1,355,000 － 375,956 － 327,956

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式

 

30,900

 

－

 

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,323,400 13,234 同上

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  1,355,000 － －

総株主の議決権 － 13,234 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式66株が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

東洋ドライルーブ㈱
東京都世田谷区代沢

1-26-4
30,900 － 30,900 2.3

計 － 30,900 － 30,900 2.3

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年１月１日から

平成29年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年７月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,847,636 3,289,571

受取手形及び売掛金 784,852 907,216

商品及び製品 56,249 44,097

仕掛品 42,629 63,479

原材料及び貯蔵品 74,810 78,857

繰延税金資産 7,453 20,402

その他 48,553 23,259

貸倒引当金 △145 △154

流動資産合計 3,862,040 4,426,729

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,074,194 2,072,843

減価償却累計額 △1,176,392 △1,229,803

建物及び構築物（純額） 897,802 843,039

機械装置及び運搬具 1,924,624 1,937,263

減価償却累計額 △1,436,003 △1,498,251

機械装置及び運搬具（純額） 488,621 439,011

工具、器具及び備品 210,125 212,605

減価償却累計額 △163,132 △174,531

工具、器具及び備品（純額） 46,992 38,073

土地 1,157,685 1,159,958

建設仮勘定 － 5,732

有形固定資産合計 2,591,102 2,485,816

無形固定資産 57,978 55,720

投資その他の資産   

投資有価証券 29,996 49,581

関係会社出資金 1,041,035 847,830

繰延税金資産 15,042 16,150

その他 157,545 153,947

投資その他の資産合計 1,243,620 1,067,510

固定資産合計 3,892,700 3,609,047

資産合計 7,754,741 8,035,777
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 340,944 390,518

短期借入金 79,420 76,542

1年内返済予定の長期借入金 50,300 49,880

未払法人税等 16,178 114,715

賞与引当金 16,094 41,842

その他 98,367 115,851

流動負債合計 601,305 789,351

固定負債   

長期借入金 810,000 905,950

退職給付に係る負債 141,808 147,450

長期未払金 134,917 129,464

固定負債合計 1,086,726 1,182,865

負債合計 1,688,032 1,972,216

純資産の部   

株主資本   

資本金 375,956 375,956

資本剰余金 454,760 454,760

利益剰余金 4,919,037 5,125,831

自己株式 △11,564 △11,564

株主資本合計 5,738,189 5,944,983

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,099 22,562

為替換算調整勘定 312,784 90,489

その他の包括利益累計額合計 321,884 113,051

非支配株主持分 6,635 5,526

純資産合計 6,066,709 6,063,560

負債純資産合計 7,754,741 8,035,777
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 3,457,042 3,657,979

売上原価 2,649,830 2,747,899

売上総利益 807,211 910,079

販売費及び一般管理費 641,219 656,503

営業利益 165,991 253,576

営業外収益   

受取利息及び配当金 793 1,283

為替差益 － 82,267

持分法による投資利益 89,920 47,321

その他 4,558 3,691

営業外収益合計 95,272 134,562

営業外費用   

支払利息 8,920 6,619

為替差損 120,036 －

その他 215 1,241

営業外費用合計 129,173 7,861

経常利益 132,091 380,277

特別利益   

固定資産売却益 629 582

特別利益合計 629 582

特別損失   

固定資産除却損 140 390

特別損失合計 140 390

税金等調整前四半期純利益 132,580 380,469

法人税、住民税及び事業税 91,310 149,101

法人税等調整額 △44,287 △19,998

法人税等合計 47,022 129,102

四半期純利益 85,557 251,366

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △868 △444

親会社株主に帰属する四半期純利益 86,426 251,810
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

四半期純利益 85,557 251,366

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △18,088 13,462

為替換算調整勘定 △15,612 △43,473

持分法適用会社に対する持分相当額 △19,583 △179,487

その他の包括利益合計 △53,285 △209,497

四半期包括利益 32,271 41,868

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 33,605 42,977

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,333 △1,109
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

（平成28年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年３月31日）

受取手形裏書譲渡高 25,621千円 33,458千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日）

減価償却費 181,192千円 163,857千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月25日

定時株主総会
普通株式 22,509 17 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金

平成27年12月11日

取締役会
普通株式 19,860 15 平成27年12月31日 平成28年３月14日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月12日

取締役会
普通株式 22,508 17 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

平成28年12月12日

取締役会
普通株式 22,508 17 平成28年12月31日 平成29年３月13日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東洋ドライルーブ株式会社(E01068)

四半期報告書

12/15



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

「Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(報告セグメントの変更等に関する事項)」に記載のとおりであります。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

当社グループは、「ドライルーブ事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループは、セグメント情報における報告セグメントを従来「ドライルーブ事業」及び「その他事

業」に区分しておりましたが、当第３四半期連結会計期間から、「その他事業」について、その開発・製

造・販売業務を「ドライルーブ事業」の既存部門に組み込み、一体運営を行うこととしたため、「ドライ

ルーブ事業」の単一セグメントに変更しております。

この変更の結果、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、単一セグメントとなるため省略して

おります。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成28年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 65円27銭 190円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 86,426 251,810

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
86,426 251,810

普通株式の期中平均株式数（株） 1,324,042 1,324,034

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２９年５月１５日

東洋ドライルーブ株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳 井　 浩 一 　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植 木 　貴 幸　 印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ドライ

ルーブ株式会社の平成２８年７月１日から平成２９年６月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２

９年１月１日から平成２９年３月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年７月１日から平成２９年３月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ドライルーブ株式会社及び連結子会社の平成２９年３月３１日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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